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Ⅰ　序
　これまでに「初期医療利用組合の諸相（上）」
から「都市─農村共生型医療利用組合とその時
代」に至るまで，医療利用組合に関する一連の
論文を本誌上に発表してきた。それに続いて
「都市－農村共生型医療利用組合の群像」をま
とめるべく研究作業を続けているが，10年弱の
あいだにできたことといえば，なぐり書きのス
ケッチを若干つみかさねただけである（この間，
「医療利用組合巡礼」として「奈良県田原信用
販売購買利用組合」［拙稿，2003］と「京都購
買組合─認可最終期の『広区単営医療利用組
合』」［拙稿，2005］を『日本医療経済学会会
報』に載せた）。これは，よくいえば，あまり
に対象に深く沈潜しすぎているためともいえな
くはないが，生来の怠惰のためである。そうこ
うするうちに，医療利用組合に関するいくつか
の論攷があらわれた。そのなかには研究史のサ
ーヴェイや資料批判，テキスト・クリティーク
が不十分であるとみられるものもあるが，ここ
では個別の評価は差し控えることにしたい。た
だし，『大原社会問題研究所雑誌』No.564に掲
載された高嶋裕子著「国民健康保険制度形成過
程における医療利用組合運動の歴史的位置」は，
査読を通過した論文としては不問に付すことが
できないものである。なぜなら，この論文には，
歴史的事柄についての誤り，用語の問題，叙述
上の問題などがあり，かつ，ある意味で「大胆
な問題提起」をしている論文の主要内容すらも，
制度の基本事項についての単純な誤った理解の
うえに構築されているからである。この「覚
書」は高嶋論文に対する批判を意図したもので
ある。しかしながら，高嶋論文の主要内容は，
わたしの研究作業からいえばずっと後のテーマ
である「戦時体制期における医療利用組合に対
する国家統制と医療利用組合の変容」を構成す
る内容のひとつ＝「医療利用組合による国民健
康保険組合代行事業」であるため，対象につい
ての十全な考察を行うことは不可能である。こ
こでは，論旨の勘所をおさえて，簡潔な論点提
示を行うだけであるので，敢えて「覚書」とし
た。他日，再論することになるであろう。また，
高嶋論文にみられる歴史的事柄についての誤り
などの指摘は「覚書」では省いているので，そ
のことに触れた『大原社会問題研究所雑誌』の
編集委員会に送った「編集委員会への手紙」を
資料として付した。
Ⅱ　問題の開示
　高嶋論文はこれまでの研究史において「医療
利用組合の発展の段階性を医療利用組合の組織
形態の変容に求めた」（注67）とし，「この組織
形態による発展の段階性と国保代行組合として
の医療利用組合との関係は十分に整理されてい
ないように思われる。そして，かかる見解から
は国民健康保険形成史における医療利用組合の
歴史的位置を国保普及過程を含めてトータルに
論じることができない」（39ページ）と課題を
設定し，それに「こうした段階性は，組織統合
の形態としては一定の筋道の通ったものである
が，四種兼営産業組合の行う医療利用組合には，
国民健康保険代行組合としてのもう一つの展開
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があったことを付け加えておきたい」（45ペー
ジ）と結論づけている。これは医療利用組合の
歴史的展開についての理解，とりわけ発展段階
規定についての「大胆な問題提起」である。こ
の「覚書」はこの点を検討することを課題とし
ている。
　さて，大胆な問題提起をするためには，研究
史を虚心坦懐にそれこそ眼光紙背に徹するまで
に読み解き，場合によっては読み込むことが必
要であり，さらにそれは緻密な実証作業によっ
て支えられ，組み立てられていなければならな
い。そうでなければ，それはただ単なる皮相浅
薄な「意見」［ヘーゲル，1967，55ページ］に
すぎない。
　高嶋論文の注67には私の論考も挙げられてい
るが，どうも「初期医療利用組合の諸相」の
「はじめに」しか参照されていないのではない
かと感じられる。拙稿に明記したように「医療
利用組合の歴史的発展段階を画し，それぞれの
段階の特質を明らかにすることは，それ自体，
本研究全体の重要課題のひとつである」［拙稿
1988，２ページ］。それを語り始める緒口は感
覚的にも把握しやすい外形的特徴である「組織
形態」とその「変容」である。だからといって，
それのみによって発展段階規定をしているわけ
ではない。先行の研究史もまた同様である。
　私の論考の論理をあえて解説しておけば次の
ようになる。導入部ではもっともプリミティヴ
で，感覚的にも把握しやすい外形的特徴からす
る段階規定を与え，読者をこの研究課題へと誘
っているのである。そして，これもまた感覚的
に把握しやすい機関紙誌名の変遷を提示し，そ
の変遷を規定した諸要因に医療利用組合と国家，
なかんずく保健国策との関係があることを示し，
形態規定と関連づけた本質規定の見通しをプリ
ミティヴに与え，これからの展開を予示してい
る。続いて，初期医療利用組合である四種兼営
医療利用組合の個別具体のいくつかについての
分析を踏まえたうえでの，内容を規定され，よ
り深化した発展段階規定を「主題」として提示
している。この「主題」を個別具体についての
分析・考察を「追体験」できるよう「変奏」あ
るいは「展開」し，もう一度まとめとして，こ
の「主題」を確認しているのである。この論理
展開は次の発展段階＝「広区単営医療利用組
合」時代についてもとられており，いまだに個
別具体については論文としては発表していない
が（「都市─農村共生型医療利用組合の群像」
として長らく準備しているものであるが），個
別具体についての分析・考察を踏まえた，「初
期医療利用組合の諸相」で提示したものよりも
より豊かな規定をもつ発展段階規定を「主題」
として提示している。ここでは個別具体につい
ての分析を提示していないために，「外形的特
徴」を他の段階と比較し，全般的な段階規定を
与えている。この「外形的特徴」として，１）
規模─組合員数，出資金，２）医療サービス
生産過程編成─設備と労働力，３）組合員組
織率と職業別構成，４）組合員の事業利用状況，
５）事業区域の特徴─都市と農村，について
考察している。これによって，とりわけ発展段
階を画する起動力＝社会的基盤と事業内容の特
質を明らかにしようとした。「群像」論文がで
きあがれば，「初期医療利用組合の諸相」と同
様に，導入部─主題提示部─展開部─再現部か
らなる論理構成になるはずである。したがって，
発展段階規定はその発展に即してより豊かに規
定されていく上向の道を辿りながら，各段階ご
とに分析の過程を「追体験」していくことでよ
り了解しやすいものとなることを意図している。
成功しているか否かは読者の判断をまたなけれ
ばならないが。
　この「覚書」が問題とする「医療利用組合に
よる国民健康保険組合事業の代行」との関わり
で，広区単営医療利用組合段階から連合会段階
への移行についてどのような要因が絡んでいる
と考えているかを［拙稿，1994］から引いてお
こう。「（１）資金面を中心に組織的基盤を強化，
充実させたり，あるいは既存の産業組合との統
合によって組織の並存状態をなくし『地域諸資
源利用の効率化』を図ろうとする，組織発展の
内部的動機，（２）産業組合および医療利用組
合統制に関する農林省方針の変化，（３）医療
利用組合をめぐる内務省そして1937年以降厚生
省─日本医師会系統と農林省─医療利用組合系
統との対立関係，そして（４）戦時体制への移
行，高度国防国家建設における人的資源政策，
『保健国策』の樹立，実施などである」（176ペ
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ージ）。国保代行問題は，こうした連合会段階
を画する諸要因，とりわけ三番目および四番目
の要因との関連において論ずる必要があるだろ
う。
　医療利用組合運動の中心にいた先人たちの著
作［黒川泰一，1938，高橋新太郎，1941］ある
いは「正史」たる全国厚生連が刊行した『協同
組合を中心とした日本農民医療運動史』［全国
厚生連，1968］は，国保代行事業と医療利用組
合および産業組合との関係について述べられて
おり，その内容はこれら著者の発展段階規定と
対応して理解しうるものとなっている。こうし
た研究史を不十分と評価し，それをのりこえよ
うとするならば，これらの論述の意義と限界を
明らかにし，自己の見解をエビデンスを示しな
がら表出しなけらばならない。
　高嶋論文が設定する「課題」が意味するとこ
ろを十分に了解しきれていないし，またこの論
文で行われている「論証」が「トータルな理
解」というその課題に応える内容になっている
ようには思えない。いまこのことについて短兵
急に論難しようとは思わないが，ただ課題設定
にあたっては，「医療利用組合と国保代行事業」
の問題を主題とするにしても，医療利用組合に
おける保健共済事業のあり方という問題視角を
抜きにすることはできないであろう。医療利用
組合と「医療保健共済」の関連についていえば，
これを国保との関連だけで論ずるのであれば，
「トータル」な理解に通ずるどころか，逆に問
題を限定することになるだろう。なぜなら，公
的保険領域においては，健康保険法・職員健康
保険との関係が存在していたし，それ以上に医
療利用組合において保健─医療─保健共済とい
う三位一体の事業展開を求める力が，またそれ
を展開する力が存在していたことに注目するこ
とが重要である。このことについては，研究史
において，すでに論じられてきたことである。
　たとえば，黒川泰一が『保健政策と産業組
合』［1938］において医療利用組合による医療
の「地理的普及」と「社会的普及」という場合
の，この「社会的普及」の概念（ここで医療費
支払い方法の合理化にも触れ，保健共済施設
「医療費の相互保険化」もあげられている。［黒
川，1939，196ページ］）を熟読玩味し，そこか
ら何が構想され，展開されうるのかを真摯に考
察する必要があるだろうし，また，東京医療利
用組合におけるこうした三位一体的事業展開の
指向（その必要性と現実性について）について
も思いを致すべきであろう［拙稿，1994，179
ページ］。
Ⅲ　国保代行事業を行った医療利用組 
　　合とは何か？
　高嶋論文は医療利用組合と国保代行事業との
関係を1941年段階における国保組合の設立状況
から確認し（44ページの第１表１）），各府県別
の代行組合の設立数とその比率に注目し，国保
事業に果たした医療利用組合の大きな役割と，
「四種兼営産業組合の行う医療利用組合には，
国民健康保険代行組合としてのもう一つの展開
があった」とされる。この医療利用組合発展過
程の規定には，十分な合理的根拠があるのだろ
うか？２）
　このことを検討するために，まず，表１をご
らんいただきたい。この表では，1940年度段階
で国保代行事業を行っていた医療利用組合を，
四種兼営医療利用組合と医療利用組合連合会に
単位組織として所属する産業組合に分けている。
1940年度時点での四種兼営医療利用組合の状況
を表す調査資料が手許にないために，38年度と
42年度の状況をあわせて示した。連合会に所属
する産業組合も，「形態的」には，連合会が所
有・経営する病院や診療所の医療サービスを利
用する事業を行う四種兼営組合であるが，これ
らと連合会を形成せずに，独立して医療利用事
業を行う四種兼営組合とは明確に分けられるべ
きである。両者を一色に塗りつぶしてはいけな
い。それは，産業組合運動上の分類でもあるし，
より以上に，発展段階上の意味においても必要
なことである（この点については，以下で触れ
る）。
　国保代行事業をこれら二つの四種兼営組合に
わけてみると，母数となるそれぞれの組合数に
大きな違いがあるために，当然，代行事業を行
う連合会所属産業組合数のほうが多かった。第
２表に示したように，1938年度段階で四種兼営
医療利用組合であった56組合のうち，40年度段
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階で国保代行事業を行っていたものは15組合で，
その比率は26.8％でしかない。つまり，国保代
行事業は四種兼営医療利用組合に独自の事業展
開なのではなく，むしろ，産業組合拡充運動期
を経て，医療利用組合運動の連合会 (段階）時
代における，しかも戦時体制期の「保健国策」
に対応した医療利用組合の事業展開がここにみ
られるのである。
　こうしたことは，高嶋論文でいう「四種兼営
産業組合の行う医療利用組合」と齟齬をきたさ
ないように思われるかもしれないが，そうでは
ない。文字面だけをみればそうなりそうだが，
後で述べるように，高嶋論文における国民健康
保険法の規定についての誤った理解からは，こ
の四種兼営産業組合は「医療機関を有する」も
のであり，産業組合中央会の調査でいう「医療
利用を行ふ町村四種事業兼営組合」を指してい
るのである ｡したがって，国保代行事業の担い
表１　産業組合による国保代行事業の状況（1940年度）
四種兼営
医療組合
産業組合による国保代行1940年度
四種兼営
医療組合
連 合 会
所属組合 計1938 1942
北 海 道 1 1 1
青 森 1 1
岩 手 2 1 13 13
秋 田 1 1 4 5
山 形 1 1 1
栃 木 1 5 5
千 葉 2 2
神 奈 川 1
新 潟 2 1 9 10
富 山 7 7
石 川 2 4 4
山 梨 1 1 1
長 野 2 2
岐 阜 5 7 4 1 5
静 岡 13 13
愛 知 1 1 1 1 1
三 重 6 4
滋 賀 2 1 2 2 西大路は38年には四種兼営
京 都 1 3 4 4
兵 庫 3 1
奈 良 1 1 6 6
和 歌 山 1
島 根 3 3 1 1
広 島 1 3
香 川 2
山 口 4 4
福 岡 4 4 2 2
佐 賀 4 7 2 1 3 多久は38年には四種兼業
長 崎 3 5 1 1
熊 本 10 9 1 1
大 分 1 1
宮 崎 1
鹿 児 島 1 2
計 56 62 14 80 94
資料） 産業組合中央会『第六回全国医療利用組合及連合会調査昭和十三年度』1939年12月，同『第九回全国産業
組合医療利用事業調査昭和十七年度』1943年４月，産業組合中央会，全国協同組合保健協会『第一回産業
組合ニ於ケル国民健康保険現況調査昭和十五年度』1942年５月，より作成。
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手を正確に把握しているとはいえない。
Ⅳ　国保代行事業を行いうる医療利用 
　　組合とは何か？
　高嶋論文においては，「国保法が代行組合設
立の条件として医療機関を有することを挙げ
た」（30ページ），あるいは「医療利用組合が国
保代行組合として認可されるには医療機関を有
することが条件とされた」（46ページ）とくり
かえし述べられているが，これは正確なことで
あろうか？３）
　この点をまず，1938年４月法律第60号として
公布（同年７月１日施行）された国民健康保険
法について確認しておこう。第６章雑則第54条
で「営利ヲ目的トセザル社団法人ニシテ其ノ社
員ノ為ニ医療ニ関スル施設ヲ為スモノハ命令ノ
定ムル所ニ依リ地方長官ノ認可ヲ受ケ組合ノ事
業ヲ行フコトヲ得」といわゆる「代行組合規
定」がなされている。ここにいう「医療ニ関ス
ル施設」とは何のことであろうか？　それは
「医療機関を有すること」を意味しているので
あろうか？「施設」という言葉は，広辞苑によ
れば，「ある目的のために，建設などの設備を
すること。また，その設備」を意味する。これ
によれば，「医療ニ関スル施設」は「医療機関
を有すること」のように思われるであろう。し
かし，さにあらず。もちろんのこと，「医療機
関を有すること」もこのことに含まれるが，当
該の産業組合が直接的に医療機関を有せずとも，
医療利用組合連合会の所属産業組合として間接
的に医療機関を有し，連合会が経営する診療所
や病院の医療を利用する事業を行うことも「医
療ニ関スル施設ヲ為スモノ」であった。内務省
社会局も国保法修正の過程においてこの意味を
より鮮明にするために，「医療設備ノ利用ヲ目
的トスル産業組合ニシテ昭和十二年三月三十一
日ニ於イテ現ニ医療事業ヲ行フモノハ命令ノ定
ムル所ニ依リ地方長官ノ許可ヲ受ケ組合ノ事業
ヲ行フコトヲ得」と規定したように，直接的に
医療施設を所有し経営することがない医療利用
組合連合会所属産業組合であれ，「医療利用事
業」を行う産業組合であれば，原則として町村
単位の産業組合に代行を例外的に行わせ得ると
していた［全国国民健康保険団体中央会，1958，
179ページ，４）］。
　したがって，当然にも，次のような状況にな
った。四種兼営医療利用組合および医療利用組
合連合会の単位産業組合として国保代行組合と
なっている組合（1940年94組合）のうち，「区
域内組合診療所専属医及産婆」（このなかには
当該産業組合が直接的に所有せず，連合会が所
有，経営する病院・診療所も含まれている）が
存在する組合は32組合に過ぎない。残り62組合
は，これらが存在しない。さらに，この62組合
のなかには「組合区域内組合指定医及指定産
婆」（これは診療契約を結んだ医師，産婆を意
味する）すら存在しないものが45組合存在する
のである。国保代行事業を行った産業組合の多
くは，医療利用組合連合会に所属するがゆえに，
そうできたのである。
　高嶋論文においては，こうした法制度につい
ての誤った理解が，国保代行事業の担い手であ
る「形態上同一にみえる」四種兼営組合を分類
して考察することを妨げ，四種兼営医療利用組
合から「代行組合」としての「もう一つの展
開」を，これまでの研究史が彫啄してきた発展
段階規定に新たに付け加えられるべきものとし
て論定することになったのである。
　では，広区単営医療利用組合は代行組合とな
りえなかったのか？　国民健康保険法はもとよ
り，原則として，市町村区域を単位として普通
組合および代行組合を組織することを予定して
いた。そして，特別組合は「同一の事業又は同
種の業務に従事する者」を組織するものであっ
た。したがって，いづれにしても広区単営医療
利用組合が国保事業を行うことはあらかじめ排
除されていたことになる。しかも，農林省にお
いても，この時点においてはすでに，この種の
広区単営医療利用組合を「事実上否定する」考
えにたっており［蓮池公咲 ,1936］，新たな認可
もせず，また既存の組織の連合会への改組方針
をとっていた。内務省―厚生省の側からも，農
林省の側からも広区単営医療利用組合が国保事
業を代行することはありえなかった。これもま
た，ある意味では，連合会段階であるがゆえの
事態であったといえよう。
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Ⅴ　 産業組合拡充運動期の四種兼営医 
療利用組合
　これまでの研究史においても，各発展段階に
おいて，先行する発展段階を規定した医療利用
組合の形態が残存し，並存状況になっているこ
とは確認されているが，先行する医療利用組合
が新たな発展段階においてどのように変容して
いったのかについては必ずしも考察されていな
い。広区単営医療利用組合の連合会への改組に
ついては論究されているし，その改組状況につ
いてもそれなりの考察がくわえられている［拙
稿1994, 175-177ページ］。しかしながら，「四種
兼営組合」の性格変化，とりわけ「産業組合拡
充運動期」，「経済更正運動期」における変化に
ついては言及すらされていない。四種兼営医療
利用組合については，当該産業組合の経営規模
や経営能力のために医療利用事業が短命に終わ
る例が多くみられたことが確認されている。し
たがって，ある時点において，医療利用事業を
行っている四種兼営組合がいつその事業を開始
し，どのようにそれを継続してきたかを確認し
ておかないと，四種兼営医療利用組合を「初期
医療利用組合」と同様の性格のものとして理解
しかねない。そうであれば，医療利用組合の歴
史的発展段階を画し，その規定要因を明らかに
する作業とは連接しない。
　国民健康保険法が成立した1938年度時点で医
療利用事業を行っていた四種兼営医療利用組合
の状況の一端を確認してみよう。1938年度の
『全国医療利用組合及連合会調査』には，「医療
利用事業ヲ行フ町村四種事業兼営組合」として
56組合があげられている。これらの組合を医療
利用事業の開始年度別に分類したものが表２で
ある。ここでの時期区分は，一町村一組合，全
戸加入，四種兼営などを目標に掲げた産業組合
拡充五ヶ年計画が始まった1932年以前に医療利
用事業を開始した組合，そして広区単営医療利
用組合の認可が原則的に行われなくなり，連合
会形成と連合会への再編成がすすめられる1936
年以降の組合である。後期になればなるほど，
産業組合および医療利用組合に対する国家統制
が強まり，四種兼営医療利用組合の形成やその
在り方も産業組合政策の統制的性格に規定され
るようになって行くように思われる。
　1931年までに医療利用事業を開始していた組
合は13組合で，23.3％，35年までに開始した組
合は18組合で，32.1％，38年までに開始した組
合は25組合で，44.6％である。1938年に医療利
用事業を行っていた四種兼営組合のうち，産業
組合拡充運動期に事業を開始した組合が全体の
76.7％を占めていた。そして，これらの四種兼
営医療利用組合のうちで，1940年度において国
民健康保険組合事業を代行しているものを表２
の（　）内に示した。当然，その後に国保事業
を代行した組合も存するであろうが，手許には
それを確認しうる資料を持ち合わせていないの
で，この時点（1940年度）での状況について語
るしかない。
　これをみると産業組合拡充運動期に医療利用
事業を開始した四種兼営組合ではその３分の１
が国保事業を代行しているのに対して，それ以
前に医療利用事業を開始していた組合の場合に
はわずかに１組合を数えるにすぎなかった。産
業組合拡充運動期以降に医療利用事業を展開し
た産業組合は，産業組合自体の方針（というこ
とは農林省の指導にも）により忠実であったし，
国家の保健政策＝健兵健民政策にもより親和性
をもっていたといえるであろう。この対比にも
注目しておく必要があるだろう。
表２　事業開始年度別四種兼営医療利用組合（1938年度現在事業組合）
（　）内は代行組合数
1931年まで 1935年まで 1938年まで 計
13 (1) 18 (6)a 25 (8) 56 (15) a
注） aこのうち滋賀県蒲生郡西大路村信販購利組合の場合は，共生医療購買利用組合連合
会に再編された後に代行組合となった。そのため，表１とは数が異なる。
資料） ［産業組合中央会 , 1939］，［産業組合中央会，全国協同組合保健協会 , 1942］，より
作成。
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Ⅵ　国保代行事業を行う医療利用組合 
　　の外形的特徴
　国保代行事業を行う医療利用組合の外形的特
徴を確認しておこう。これらの医療利用組合は，
基本的には，町村単位の産業組合であるので，
四種兼営医療利用組合と医療利用組合連合会所
属産業組合との間で大きな違いはみられない。
1940年度の時点で，国保代行事業を行う医療利
用組合は，市域に１組合（静岡市の麻機信購利
組合），町域に７組合が存在し，残り86組合は
村域の組合であった。
　代行事業を行う組合の組合員規模をみたのが
表３である。平均規模でみるかぎり（全体で
500.9人），連合会所属組合（509.6人）のほうが
やや大きいものの，差は60人程度で，両者間の
違いはさほどないといっていい。しかしながら，
規模別にみた組合数の分布をみると，連合会所
属組合では600人を超えるものが14組合（その
比率18.9％）あり，やや規模の大きな組合が存
在していたことがわかる。
　次に，代行組合である四種兼営医療利用組合
と医療利用組合連合会所属産業組合の事業区域
内組合加入率の状況をみたのが表４である。一
町村一組合，全戸加入，四種兼営などを目標と
した産業組合拡充運動期を経た1940年度におい
ても，事業区域内組合加入率にはばらつきがみ
られる。両形態とも組合加入率が90％を超える
組合が７割を超えており，それが100％である
組合も確かに見られる。しかしながら，組合加
入率が80％に満たない組合も四種兼営医療利用
組合で１組合，連合会所属産業組合では10組合
（その比率12.8％）存在した。郡あるいは県区
域の医療利用組合連合会に所属する産業組合の
場合には，地域によって産業組合拡充運動の展
開の色合いにおいてやや濃淡があったことがう
かがえる。
　最後に，代行事業を行う組合の組合員の職業
別構成をみておこう。組合員の職業別構成は，
いわゆる代行組合の全体状況，これを行う四種
兼営医療利用組合の全体状況，連合会所属産業
組合の全体状況についてみた場合には，農業が
８割前後を占め大差ないといっていいだろう。
水産業者比率が四種兼営医療組合が4.6％で連
合会所属産業組合の場合の2.8％の1.6倍，労働
者比率が連合会所属産業組合が3.6％で四種兼
営医療組合の場合の1.2％の３倍の違いが確認
できるが。しかしながら，代行事業を行う産業
組合を個別ごとにみていくと，そのうちには，
（俸給生活者＋労働者）の比率が10％を超える
組合が12組合ある（その比率が20％を超えるも
のは３組合）。そのすべては連合会所属である。
また，商工業の比率が10％を超える組合は連合
会所属組合で19組合，四種兼営医療組合で２組
合である。その比率が20％を超える組合は９組
合（うち四種兼営医療組合は１組合）である。
逆に，農林水産業の合計比率が50％に満たない
組合が３組合，60％未満組合が３組合ある。
表３　組合員規模別代行組合数（1940年度，87組合）
～200 ～400 ～600 ～800 ～1000 1000～ 平　均
全　　体  2 32 38  8  3  4 500.9
四種兼営  7  5  1 451.2
連 合 会  2 25 33  8  3  3 509.6
注 )組合員数が分かるのは87組合である。
資料）［産業組合中央会，全国協同組合保健協会，1942］より作成。
表４　事業区域組合加入率（％）（1940年，94組合）
組合加入率 ～69 ～79 ～89 ～99 100 不明
代行組合数 1 10 16 42 23 2
（四種兼営） (1) (3) (7) (3)
（連合会） (1) (9) (13) (35) (20) (2)
資料）［産業組合中央会・全国協同組合保健協会，1942］より作成。
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（水産業が過半を占める組合が２組合，４割強
が１組合，３割弱が１組合存在する。水産業中
心組合が存在することも銘記されるべきであ
る）。個別産業組合レベルでみていくと，多様，
多彩な状況がそれなりに存在していること，そ
うした状況は連合会所属産業組合の場合により
際だっていることが確認できるであろう。
　これを視覚的にも確認できるように，（農林
水産業者）比率を横軸に，（俸給生活者＋労働
者）比率を縦軸にとって表したのが，図１と図
２である。図１には四種兼営医療利用組合の状
況，図２には連合会所属産業組合の状況を個別
組合ごとにプロットして示した。連合会所属産
業組合のほうが，（農林水産業者）が低いほう
に，そして（俸給生活者＋労働者）比率が高い
ほうに，より拡散して分布していることを確認
できるだろう。このことは，国民健康保険の成
立過程およびそれが果たした役割を考察する際
に，農村保健国策との関連に注目するあまり忘
れがちな，零細商工業者や健康保険法・職員健
康保険法が適用を除外していた零細企業に雇用
される俸給生活者や労働者の健康・医療問題の
厳然たる存在に気付かせてくれるだろう。
Ⅶ　結
　このように書いてくると，高嶋論文を曲解し
ているのではないという声が聞こえてきそうで
ある。確かに高嶋論文において「経済更正計画，
産業組合拡充計画の一環として生成された四種
兼営産業組合の医療事業は」（43ページ）とい
う文言があるから，時期的限定がなされた対象
????????
?
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資料）〔産業組合中央会，全国協同組合保健協会，1942〕より作成。
図１　組合員の職業別構成，四種兼営医療利用組合
表５　組合員の職業別構成 （1940年，91組合）
農業 林業 工業 商業 水産業 俸給生活者 労働者 その他 合計
代行組合
（比率％）
36,732 
79.3
197
0.4
1,181
2.5
2,975
6.4
1,411
3.0
948
2.0
1,517
3.2
1,355
2.9
46,316
100.0
四種兼営
（比率％）
4,698
80.1
10
0.2
170
2.9
333
5.7
271
4.6
132
2.3
73
1.2
178
3.0
5,865
100.0
連合会
（比率％）
32,034 
79.2
187
0.5
1,012
2.5
2,642
6.5
1,140
2.8
816
2.0
1,444
3.6
1,177
2.9
40,451
100.0
資料）[産業組合中央会・全国協同組合保健協会，1942]，より作成。
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についての分析であることになるし，また，
「四種兼営医療利用組合には連合会組織であっ
たかに拘わらず」（43ページ）という文言もあ
り，「連合会」についても意識されているとい
うことになるかもしれない。
　しかしながら，上述したように，連合会所属
の産業組合も連合会組織のもとで医療利用事業
を行っていたという意味では「形態上」「四種
兼営医療利用組合」のようにみえるが，両者は
峻別されなければならない。両者を同様のもの
と解するならば，その時点で，連合会時代の発
展段階規定はほとんど意味を持たなくなる。な
ぜなら，医療利用組合連合会は町村規模の単位
産業組合によってしか構成されえないからであ
る。逆に，単位産業組合の医療利用事業は，連
合会としての医療機関の所有と医療サービスが
なければありえない。したがって，国保代行事
業を展開しようとする産業組合中央会も医療利
用組合連合会としての取り組み強化の方針をも
つことになるのである。自ら医療機関を有する
四種兼営医療利用組合はその経済力および経営
能力からして小規模な診療施設と医療内容をし
か確保できなかった。それに対して，医療利用
組合連合会は広区単営医療利用組合が切り開い
た「蜘蛛の巣型医療提供網」を引き継ぎ，町村
産業組合を単位組織とした。これは町村の行政
領域を超えて展開した，そして都市あるいは市
街地の俸給生活者や労働者，商工業者という社
会階級・階層を包含した広区単営医療利用組合
の運動を否定し，再び農林省および内務省系列
の統制支配が容易に貫徹しうるように再編成し
たものでもあった。これらの点を無視して，
「連合会組織であったかに拘わらず」として両
者を同様のものととらえることはできない。ま
た，国保代行事業を行うことができる産業組合
を「医療機関を有する」ものとする国保法につ
いての不十分な解釈と，両者を同様のものとし
てとらえることとは整合性がない。
　翻って「経済更正計画，産業組合拡充計画の
一環として生成された四種兼営産業組合の医療
事業は」（43ページ）云々という文言は，研究
史の発展段階規定にあらたな知見を加えること
になっているであろうか？　ここでいう「四種
兼営産業組合の医療事業」には上で確認した二
つのものが含まれているのであり，しかも医療
利用組合連合会所属産業組合が大量的であった。
ということは，国保代行事業は，連合会段階に
ある医療利用組合の，保健国策との関連におけ
る事業展開なのである。当然，「四種兼営医療
利用組合」も連合会時代の段階規定によって影
響され，性格付けられるのである。したがって，
高嶋論文が強調する「四種兼営産業組合の行う
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?
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資料）〔産業組合中央会，全国協同組合保健協会，1942〕より作成。
図２　組合員の職業別構成，連合会所属産業組合
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医療利用組合には，国民健康保険代行組合とし
てのもう一つの展開があった」ということは，
医療利用組合の発展段階につけくわえられるべ
き「もう一筋の発展経路」なのではけっしてな
い。「四種兼営産業組合の行う医療利用組合」
の規定が全体集合とそれを構成する部分集合に
ついて明確に区分して論じないために，読者を
過誤に誘う危険性をはらんでいる。
　では，医療利用組合が，そして産業組合が，
戦時体制下で保健国策に対応して農村保健事業
を展開していったこの時期をどのように性格づ
けたらよいのであろうか？　高橋新太郎は，こ
の時期を連合会時代を意味する「第３期」＝本
格的発展の時代に継ぐ「第４期」としている。
この「第４期」は「自由主義的社会事業的色彩
を持つ農村保健運動の性格を総動員体制へと転
換せしめ，農村をして我民族生成発展の基盤と
しての資格を十分に発揮せしむる画期的時代」
であるとし，さらに，この時期の「医療利用組
合は，従来の認識を以て規定する医療組合の範
疇を乗り超えたものであるかも知れない。医療
利用組合としての色彩を判別し得ない迄にその
性格が歴史的発展を遂げたもの，換言すれば，
農村保健政策が農業生産政策のなかに融合し切
ったもの，医療利用組合運動の最後の姿でなけ
ればならない」としている［高橋，1941，２ペ
ージ］。こうした段階規定を受け容れられるの
か，それともⅡであげた連合会時代の段階規定
の諸要因が戦時体制という歴史的時代情況に応
じて展開した事態であり，連合会時代内の時期
区分として理解しうるのかについては，残念な
がら現時点では判断できない。それは，いつの
日にか，連合会の個別具体についての分析と，
産業組合による農村保健事業についての分析を
積み重ね，それを踏まえてなされるべき課題で
ある。
　高嶋論文は対象とした小鷹利組合が四種兼営
医療利用組合であったために，「組織形態上」
「区域区分」から規定された「四種兼営産業組
合の医療事業」についての全体集合の部分集合
として，産業組合拡充運動期，経済更正運動期
の四種兼営医療利用組合の経営事例（といって
も，代行事業を行ったというにまだとどまる
が）を示すことになったのである。Ⅴで提起し
たように，四種兼営医療利用組合は他の組織形
態にある医療利用組合と並存してきたのだが，
各時期における特徴分析やその時期の段階規定
との関連（その時期の段階規定からの被規定的
関連だが）についての研究はいまだ十分になさ
れてはいない。「経済更正計画，産業組合拡充
計画の一環として生成された四種兼営産業組合
の医療事業は」云々という文言は，これが正し
く提起されているのであれば，さきにⅤにおい
て「産業組合拡充運動期以降に医療利用事業を
展開した産業組合は，産業組合自体の方針（と
いうことは農林省の指導にも）により忠実であ
ったし，国家の保健政策＝健兵健民政策にもよ
り親和性をもっていた」ということに通底する
問題の考察につながっている。そういう意味で
は，代行事業内容も含めたキッチリとした事例
研究がなされれば，それは研究史を豊かにする
可能性を秘めているであろう。
注
１）高嶋論文の表１の表記について，些末なことの
ようだが，『第一回産業組合ニ於ケル国民健康保
険現況調査昭和十五年度』中にある原表が『日
本産業組合年鑑1941年度』に転載された際の「誤
植」を訂正している。訂正した数字を掲げてい
るにもかかわらず，「ママ」とルビをふっている。
総計数には「誤植」がなかったにも，ここにも。
　　　注記にも問題がある。戦前の行政文書が引用，
参照されているが，それぞれの行政文書がいつ
のものであるかが明記されていないものがある。
32ページの注 (13）に「小鷹利村役場資料につい
ては全て2003年９-10月」とある。これはいかな
る意味であろうか ?この日付で役場資料＝行政
文書の資料集が刊行されたのであろうか？だと
しても，歴史史料として個々の行政文書の日付
が明記されなければならないのは当然のことで
ある。
２）ついでに書き留めておけば，高嶋論文の45ペー
ジには終戦までに岐阜県で設立された国保組合
数と「産業組合による国保代行組合数」が掲げ
られている。44ページには「国民健康保険法第
二次改正以前の」という文言があるので，1942
年２月のこの改正によって，医療利用事業を行
わない産業組合によっても国保代行事業を行う
ことが可能になったことが意識されていること
が窺われるが，国保代行組合数をあげている個
所では，医療利用事業を行うものとそうではな
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いものとの両種の産業組合を区別していない。
次の段落からはまた医療利用事業を行う産業組
合についての記述となっている。この段落にお
いて，突然，なんの注釈もなく，混在したままで，
1942年国保法改正後の国保代行組合数が，それ
までの国保組合数に継続してあげられている。
さらに，この点について，注（91）の「……国
保法第二次改正以降も代行組合の設立があった
ことが確認できる」という文言は，国保法第二
次改正の内容がいかなるものであったかを理解
できていないのではないかという疑問を抱かせ
るものである（次の３）を参照）。
３）この点に関わって高嶋論文の43ページ，８行目
からの記述は混乱を極めているというか，全く
分析がなされずになされたものといわなければ
ならない。ここでは「県連合会統合後」の診療
所設置の状況がまず記述されている。県連合会
統合は42ページに「1942年５月31日を期して」
とされているが，産業組合中央会［1943］によ
れば，40年７月事業開始の朝日村のほか，大八
賀村診療所は41年２月，上宝村診療所は41年２
月，船津村出張診療所は41年７月，宮村出張診
療所は41年４月に，それぞれ事業を開始してお
り，いづれも「県連合会統合後」ではない。こ
のうち朝日村のみが「医療利用事業を行う町村
四種事業兼営組合」であり，他は飛騨医療利用
組合連合会に所属する産業組合である。
　　　また，診療所の設置が「国民健康保険代行組
合としての認可を受けるための医療施設という
役割を担い」という文章が続くが，これは国保
法が代行事業を行う条件として「医療機関を有
する」という高嶋論文の誤った不十分な理解を
映し出すものとなっている。なぜなら，医療利
用組合連合会に所属することで国保代行事業を
行う要件を満たし得るからである。大八賀信購
販利組合が国保代行事業を開始したのは，設置
された診療所が事業を開始するのにさきだつ
1940年８月であったことからも，このことは分
かるだろう。
　　　さらに，坂下村診療所（43年１月），上枝村診
療所（43年２月），河合村診療所 (43年６月）の
事業開始時期は［全国厚生連，1968］，高嶋論文
の38ページにもあるようにこれらの産業組合が
国保代行事業を開始した後であり，しかも，す
でに国保法第２次改正（42年３月）によって，
医療利用事業を行っていない町村産業組合であ
っても国保代行事業を行い得るようになってい
る時期であり，誤った理解である「診療所設置
が国保代行組合としての認可をうけるための」
要件すら問題になりえない。このように，高嶋
論文は自らの議論を掘りくずし，否定するエビ
デンスを何の考慮を払うこともなく平気で掲げ
ているのである。
　　　ついでに述べておけば，四種兼営医療利用組
合であった朝日信購販利組合が医療利用事業を
開始したのが40年７月であり，国保代行事業認
可を受けたのが40年８月，その事業を開始した
のが40年11月であった。これなどは戦時体制下
の保健国策および産業組合の農村保健事業の展
開に即応したものといっていいだろう。これは，
Ⅴで提起した「産業組合拡充運動期以降に医療
利用事業を展開した産業組合は，産業組合自体
の方針（ということは農林省の指導にも）によ
り忠実であったし，国家の保健政策＝健兵健民
政策にもより親和性をもっていた」ということ
の一例証といえるだろう。
４）佐口卓は［佐口，1995，16ページ］で，国保法
の代行規定について述べているが，1938年４月
に法律第60号として公布された国民健康保険法
の代行規定（雑則中の第54条）を12ページにあ
げたうえで，ここではその前年における衆議院
での修正，および内務省社会局内での国保法修
正案での「附則」をあげ，代行事業を行いうる
産業組合（＝医療設備ノ利用ヲ目的トスル産業
組合）の性格を明らかにしようとしている。佐
口は「この結果，医療利用組合連合会の所属組
合が町村産業組合で医療施設をもつものに限定
されてしまい」云々と記している。これは明ら
かに二重の誤りを含んでいる。まず第一に，高
嶋論文と同様に，国保代行事業を行いうる産業
組合を「医療施設をもつ」産業組合と理解して
いるにもかかわらず，四種兼営医療利用組合を
除外し，医療利用組合連合会所属組合に限定し
ている。第二に，連合会所属産業組合はみずか
ら直接的に医療機関，医療施設をもたない＝所
有しないことが通例であり（四種兼営医療利用
組合が連合会に統合された場合には，その医療
機関，医療施設の資産を連合会に譲渡するのが
通例である。あるいは，なかにはそのまま資産
を所有し続けた場合があるかもしれないが，悉
皆的に事例にあたったわけではないので，それ
がなかったとは断定はできない），これらは「医
療利用組合連合会所属の町村産業組合で医療施
設をもつもの」ではない。とすれば，氏の規定
において，具体的存在として，どういう産業組
合が国保代行事業を行いうるものとして残るの
であろうか？おそらく，それは空である。
　　　内務省社会局においても，国保法第54条の規
定における「医療ニ関スル施設ヲ為ス」の基準
を明確にし，「医療利用組合連合会に所属し，自
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らは直接には医療施設を有さず，連合会が所有・
経営する医療設備，医療サービスを利用する事
業を行う町村産業組合」が国保代行事業を担い
うるかを実地調査し，「附則」にあるように「医
療設備の利用＝医療利用事業を行う産業組合」
に代行事業を行わせることができるととした［全
国厚生連，1968，328ページ］。
　　　佐口，1995，14ページにある広区単営医療利
用組合や「実費診療所」の評価，さらに「反産
運動」の評価については，敢えて，ここでは触
れない。
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資　料
『大原社会問題研究所雑誌』編集委員会に宛てた「編
集委員会への手紙」
　阪南大学経済学部の青木郁夫と申します。『大原社
会問題研究所雑誌』No.564に「論文」として掲載さ
れた，高嶋裕子「国民健康保険制度形成過程におけ
る医療利用組合運動の歴史的位置」について，歴史
的事柄についての誤り，用語の問題，叙述上の問題
などがあり，査読内容や著者とのやりとりなど査読
過程に疑問をもちました。
　私の論文も引用されていますが，素直に読まれて
いないという印象をもちました。論理の進め方，論
証のしかたにも，「査読段階」で再検討を求めてもい
いような個所があります。そこは譲って，筆者の独
自性があるとしましても，筆者の基本的事柄につい
ての理解にもかかわっているように思います。
　詳細な検討をする余裕は今ありませんので，ざっ
と読んで気づいた事だけを挙げてみます。
　歴史的事柄について誤り
・ 「無産運動としての実費診療所の開設」。ここでは
昭和恐慌期前後についての叙述なので，確かにそ
うした評価が出来るいわゆる実費診療所が岩手県
などで作られたのだが，この期には地方自治団体
によって設立されたものもあり，都市部では非医
師が設置したものも多く存在している。このこと
が「診療所取締規則」の制定につながり，府県で
の「規則」とあいまって，非医師による診療所設
立の禁止（これによって医療利用組合の設立にも
「制約」が加えられることになった）と医師会協定
料金に準拠することが求められた。実費診療所に
ついては鈴木梅四郎による財団法人実費診療所と
それ以外，その他のなかにも，上記のようにさま
ざまな性格のものを含んでおり，これを分類し，
その何について論じているのを明確にしておく必
要がある。この点については，高嶋さんにも過去
に注意したことがある。
・ 「時局匡救医療事業」すらあげられない。内務省の
調査とその「対応」がそれを指しているのだろうか。
・ 34ページ「1927年頃の岩手，秋田，青森での単営
医療利用組合の展開」全くの誤り。青森県の購買
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利用組合東青病院（現，青森市立青森市民病院）
の設立活動は1927年にはじまっているが，認可は
1928年５月。秋田県の諸単営組合の設立認可は
1932年以降。
・ 同ページ脚注。「反産運動」に関して，健康保険医
指定問題が国保施行後となっているが，これも誤
り。すでに秋田医療利用組合において，土崎港の
労働者が組合員になっており，彼らの健康保険の
取り扱いにかんして，「健康保険の保険医指定」問
題がおきている。これは，医療利用組合史をひも
とけば必ずでてくるような事例である。（＊）
・ 40ページ。これは叙述上の問題なのかもしれない
が。連合会への組織統合は，「反産運動」への対抗
から出発したとされているが，岐阜県の例でもそ
ういう理解にはならない。なぜなら，連合会にす
ることによって，反産運動による批判内容に対応
したり，それをかわすことがらは存在しないから
である。連合会形成の起動力と論理は「反産運動」
への対応から出発したとする根拠はない。筆者の
新たな所見であるとするならば，エビデンスを示
さなければならない。
　叙述上の問題
・ 国民健康保険の性格について，冒頭では「労働者
以外の広範な勤労者層を対象」にしたあるが，こ
こはどういう意味であろうか？
　 　37ページには「一般国民を対象」としたとも叙
述されている。二つの叙述内容は同じなのだろう
か？健康保険はその後の職員健康保険と統合され
た後も，零細企業の労働者を適用外としていたの
であり，彼らは国民健康保険の対象であった。こ
れは制度理解の問題である。
・ 　34ページ。「昭和初期における医療利用組合の創
始」の節は岐阜県の事例についてのみではなく，
一般的全国的なことがらとして叙述されているが，
「創始」とはいかなる意味であろうか？医療利用組
合は1919（大正８）に最初の認可組合が歴史上登
場している。
・ 注について。「～ほか」という記述がみられる。こ
うしたあいまいな記述はありえない。
　 　また，注70)本文のどこに掛かるものとしたもの
か不明である。後半部分だけだとしても，高橋の
論文にはわずかな言及があるものの不適当である。
蓮池公咲の『産業組合』誌上の論文を用いるべき
である。
　用語の不適切性
・ 「広区医療利用組合連合会」とは何か？運動上も，
産業組合中央会の分類においても，行政管理上も
こうした用語は用いられていない。筆者の造語で
あるならば，その意味とその用語の適切性を明ら
かにしなければならない。もし「広区」が郡区域
以上をさすのであれば，「連合会」のカテゴリー自
体が「郡以上」でしか認可されないのであり，意
味を持たない。
 
　医療利用組合の発展段階について「組織形態」に
着目したのにすぎないかのような叙述になっている
が，これなどはこれまでの研究史を虚心坦懐にサー
ヴェイしたものとは思われない。さらに，筆者自体
の論旨についても，基本的事項についての理解との
関わりで，疑問に思うところがあるが，論点を整理
する余裕がないので今回は控えておく。いづれ，そ
の点にも言及したい。
　少なくとも，明らかな誤りがある個所を，査読者
はそして編集委員会は，指摘し，訂正を求めなかっ
たのだろうか？回答を求めたい。
　私も，ある学会の機関誌の編集・査読を担当して
いるので，十全を期しがたい場合があることは承知
しているつもりである。
 
（＊）ここは勇み足であった。諸文献にあらわれる
のは，秋田県山本郡医療購買利用組合の事例である。
この広区単営医療利用組合は組合員として能代港町
の秋田木材などの労働者を多数かかえていた。した
がって，彼らの健康保険の取り扱いは重要な問題で
あった。ところが，医師会はこの組合に赴任する医
師の健康保険医指定を取り消すことで，対抗しよう
とした。ここに両者間で健康保険医指定問題をめぐ
る対立，抗争が生まれた。それは，1933年のことで
あった。
（2005年12月19日受付）
医療利用組合による国民健康保険組合代行事業に関する覚書－または，高嶋裕子「国民健康保険制度形成過程における医療利用組合運動の歴史的位置─岐阜県小鷹利村を事例として」の批判的検討－
Page:13無断転載禁止　
